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令和３年８月２日現在 

 

租税特別措置法施行規則（昭和三十二年三月三十一日大蔵省令第十五号）抜粋 

 

（特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等） 

第十八条の十五 施行令第二十五条の十二第一項第一号に規定する財務省令で定める日

は、次の各号に掲げる特定株式（法第三十七条の十三第一項に規定する特定株式をい

う。以下この条及び次条において同じ。）の区分に応じ当該各号に定める日とする。 

一 特定中小会社（法第三十七条の十三第一項に規定する特定中小会社をいう。以下こ

の条及び次条において同じ。）の設立の際に発行された特定株式 当該特定中小会社

の成立の日 

二 特定中小会社の設立の日後に発行された特定株式 当該特定株式の払込み（法第三

十七条の十三第一項に規定する払込みをいう。以下この条において同じ。）の期日

（払込みの期間の定めがある場合には、当該払込みをした日） 

２ 施行令第二十五条の十二第一項第一号に規定する財務省令で定める方法は、会社が法

人税法第二条第十号に規定する同族会社（次項において「同族会社」という。）に該当

するかどうかを判定する場合におけるその判定の方法をいう。 

３ 施行令第二十五条の十二第一項第一号に規定する財務省令で定める者は、当該特定株

式を発行した特定中小会社（同族会社に該当するものに限る。）の株主のうち、その者

を法人税法施行令第七十一条第一項の役員であるとした場合に同項第五号イに掲げる要

件を満たすこととなる当該株主とする。 

４ 施行令第二十五条の十二第一項第八号に規定する財務省令で定める契約は、次の各号

に掲げる特定中小会社の区分に応じ当該各号に定める契約とする。 

一 法第三十七条の十三第一項第一号及び第二号に掲げる株式会社に該当する特定中小

会社 当該特定中小会社との間で締結する特定株式に係る投資に関する条件を定めた

契約で中小企業等経営強化法施行規則第十一条第二項第三号ニに規定する投資に関す

る契約に該当するもの 

二 法第三十七条の十三第一項第三号に掲げる指定会社に該当する特定中小会社 当該

特定中小会社との間で締結する特定株式に係る投資に関する条件を定めた契約で経済

金融活性化特別地区の区域内における事業の認定申請等に関する内閣府令（平成二十

六年内閣府令第三十三号）第八条第五号に規定する特定株式投資契約に該当するもの 



 2 / 19 

 

５ 法第三十七条の十三第一項第二号に規定する財務省令で定める要件は、次に掲げる要

件とする。 

一 中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）第二条第一項各号に掲げる中小

企業者に該当する会社であり、かつ、次のイ又はロに掲げる会社以外の会社であるこ

と。 

イ その発行済株式（その有する自己の株式を除く。ロにおいて同じ。）の総数の二

分の一を超える数の株式が同一の大規模法人（資本金の額若しくは出資金の額が一

億円を超える法人又は資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員

の数が千人を超える法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除く。以下この号に

おいて同じ。）及び当該大規模法人と特殊の関係のある法人（次に掲げる会社をい

う。以下この号において同じ。）の所有に属している会社 

（1） 当該大規模法人が有する他の会社の株式（出資を含む。以下この号におい

て同じ。）の数（出資にあつては、金額。以下この号において同じ。）が当該他

の会社の発行済株式又は出資（その有する自己の株式を除く。以下この号におい

て「発行済株式等」という。）の総数（出資にあつては、総額。以下この号にお

いて同じ。）の二分の一以上に相当する場合における当該他の会社 

（2） 当該大規模法人及びこれと（1）の特殊の関係のある会社が有する他の会社

の株式の数の合計数（出資にあつては、合計額。（3）において同じ。）が当該

他の会社の発行済株式等の総数の二分の一以上に相当する場合における当該他の

会社 

（3） 当該大規模法人並びにこれと（1）及び（2）の特殊の関係のある会社が有

する他の会社の株式の数の合計数が当該他の会社の発行済株式等の総数の二分の

一以上に相当する場合における当該他の会社 

ロ イに掲げるもののほか、その発行済株式の総数の三分の二以上が大規模法人及び

当該大規模法人と特殊の関係のある法人の所有に属している会社 

二 金融商品取引法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上場されている株式又

は店頭売買登録銘柄（株式で、同条第十三項に規定する認可金融商品取引業協会が、

その定める規則に従い、その店頭売買につき、その売買価格を発表し、かつ、当該株

式の発行法人に関する資料を公開するものとして登録したものをいう。）として登録

されている株式を発行する会社以外の会社であること。 

三 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第二条第一項に規定する風俗営
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業又は同条第五項に規定する性風俗関連特殊営業に該当する事業を行う会社でないこ

と。 

四 次のいずれかの会社であること。 

イ 法第三十七条の十三第一項第二号イに規定する投資事業有限責任組合（第八項第

一号ロにおいて「認定投資事業有限責任組合」という。）を通じ、その発行する特

定株式を払込みにより取得（同条第一項に規定する取得をいう。以下この条におい

て同じ。）をしようとする居住者又は恒久的施設を有する非居住者との間で前項第

一号に定める契約を締結する会社 

ロ 法第三十七条の十三第一項第二号ロに規定する第一種少額電子募集取扱業務を行

う者（ロ及び第八項第一号ハにおいて「認定少額電子募集取扱業者」という。）か

ら積極的な指導を受ける会社であり、かつ、当該認定少額電子募集取扱業者が行う

電子募集取扱業務（同条第一項第二号ロに規定する電子募集取扱業務をいう。第七

項及び第八項第一号ハ（2）において同じ。）により、その発行する特定株式を払

込みにより取得をしようとする居住者又は恒久的施設を有する非居住者との間で前

項第一号に定める契約を締結する会社 

６ 法第三十七条の十三第一項第二号イに規定する財務省令で定める投資事業有限責任組

合は、投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成十年法律第九十号）第三条第一項

に規定する投資事業有限責任組合契約によつて成立する同法第二条第二項に規定する投

資事業有限責任組合であつて、当該組合がその株式を保有する特定中小会社に対して積

極的な指導を行うことが確実であると見込まれるものとして経済産業大臣の認定を受け

たものとする。 

７ 法第三十七条の十三第一項第二号ロに規定する財務省令で定める第一種少額電子募集

取扱業務を行う者は、金融商品取引法第二十九条の登録を受けた者であつて、その者が

行う電子募集取扱業務において募集の取扱い又は私募の取扱いをする株式を発行する特

定中小会社に対して積極的な指導を行うことが確実であると見込まれるものとして経済

産業大臣の認定を受けたものとする。 

８ 法第三十七条の十三第二項に規定する財務省令で定める書類は、次に掲げる書類（第

三号に掲げる書類にあつては、同条第一項に規定する控除対象特定株式を取得した日の

属する年中の同号イからハまでに掲げる事項の記載があるものに限る。）とする。 

一 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書類 

イ 法第三十七条の十三第一項第一号に掲げる株式会社に該当する特定中小会社が発
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行した特定株式である場合 当該特定中小会社から交付を受けた都道府県知事の当

該特定株式に係る基準日（第一項各号に掲げる特定株式の区分に応じ当該各号に定

める日をいう。ロ、ハ及び次号において同じ。）において（1）及び（2）に掲げる

事実の確認をした旨を証する書類（（3）に掲げる事項の記載があるものに限

る。） 

（1） 当該特定中小会社が中小企業等経営強化法施行規則第八条各号に掲げる要

件に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定株式の取得

が、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定中小会社との間で締

結された第四項第一号に定める契約に基づき払込みによりされたものであるこ

と。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所（国内に住所

を有しない者にあつては、所得税法施行規則第八十一条第一号又は第二号に定め

る場所。以下この号において同じ。）、払込みにより取得がされた当該特定株式

の数及び当該特定株式と引換えに払い込むべき額並びにその払い込んだ金額 

ロ 法第三十七条の十三第一項第二号に掲げる株式会社に該当する特定中小会社が発

行した同号イに掲げる特定株式である場合 当該特定株式に係る認定投資事業有限

責任組合の当該特定株式に係る基準日において（1）及び（2）に掲げる事実の確認

をした旨を証する書類（（3）に掲げる事項の記載があるものに限る。）並びに当

該認定投資事業有限責任組合が第六項の認定を受けたものであることを証する書類

の写し 

（1） 当該特定中小会社が第五項各号に掲げる要件に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定株式の取得

が、第五項第四号イの契約に従つて当該認定投資事業有限責任組合を通じて払込

みによりされたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定株式の数及び当該特定株式と引換えに払い込むべき額並

びにその払い込んだ金額 

ハ 法第三十七条の十三第一項第二号に掲げる株式会社に該当する特定中小会社が発

行した同号ロに掲げる特定株式である場合 当該特定株式に係る認定少額電子募集

取扱業者の当該特定株式に係る基準日において（1）及び（2）に掲げる事実の確認
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をした旨を証する書類（（3）に掲げる事項の記載があるものに限る。）並びに当

該認定少額電子募集取扱業者が前項の認定を受けたものであることを証する書類の

写し 

（1） 当該特定中小会社が第五項各号に掲げる要件に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定株式の取得

が、第五項第四号ロの契約に従つて当該認定少額電子募集取扱業者が行う電子募

集取扱業務による払込みによりされたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定株式の数及び当該特定株式と引換えに払い込むべき額並

びにその払い込んだ金額 

ニ 法第三十七条の十三第一項第三号に掲げる指定会社に該当する特定中小会社が発

行した特定株式である場合 当該特定中小会社から交付を受けた沖縄県知事の当該

特定株式に係る第一項第二号に定める日において（1）及び（2）に掲げる事実を確

認した旨を証する書類（（3）に掲げる事項の記載があるものに限る。） 

（1） 当該特定中小会社が経済金融活性化特別地区の区域内における事業の認定

申請等に関する内閣府令第八条各号に掲げる要件に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定株式の取得

が、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定中小会社との間で締

結された第四項第二号に定める契約に基づき、当該特定中小会社の設立の日以後

十年以内に払込みによりされたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定株式の数及び当該特定株式と引換えに払い込むべき額並

びにその払い込んだ金額 

二 当該特定株式を発行した特定中小会社の当該特定株式を払込みにより取得をした居

住者又は恒久的施設を有する非居住者が当該特定株式に係る基準日（当該特定株式が

法第三十七条の十三第一項第三号に定める株式である場合には、当該特定株式に係る

第一項第二号に定める日）において施行令第二十五条の十二第一項第一号から第七号

までに掲げる者に該当しないことの確認をした旨を証する書類 

三 当該特定株式を発行した特定中小会社（当該特定中小会社であつた株式会社を含

む。）から交付を受けた当該特定株式を払込みにより取得をした当該居住者又は恒久

的施設を有する非居住者が有する当該特定中小会社の株式の当該取得の時（当該取得
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の時が二以上ある場合には、最初の取得の時）以後の当該株式の異動につき次に掲げ

る事項がその異動ごとに記載された明細書 

イ 異動事由 

ロ 異動年月日 

ハ 異動した株式の数及び当該異動直後において有する株式の数 

ニ その他参考となるべき事項 

四 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定中小会社との間で締結され

た当該特定中小会社の第四項各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める契約に係る契

約書の写し 

五 施行令第二十五条の八第十四項（施行令第二十五条の九第十三項において準用する

場合を含む。）に規定する明細書で施行令第二十五条の十二第二項第一号に規定する

適用前の一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び同号に規定する適用前の上場株式等

に係る譲渡所得等の金額の記載があるもの（施行令第二十五条の十の十第七項の規定

の適用がある場合において同項に規定する確定申告書に当該明細書に代えて特定口座

年間取引報告書等の添付をするときは当該特定口座年間取引報告書等とし、第十八条

の十三の五第六項及び第七項の規定の適用がある場合において同条第六項に規定する

確定申告書に同項の明細書及び特定口座年間取引報告書等の添付をするときは当該明

細書及び当該特定口座年間取引報告書等とする。） 

六 施行令第二十五条の十二第二項第一号に規定する控除対象特定株式の取得に要した

金額の計算に関する明細書（同号に規定する控除対象特定株式の取得に要した金額の

合計額及びその年中に払込みにより取得をした特定株式の銘柄ごとの同条第三項の控

除対象特定株式の取得に要した金額の計算に関する明細の記載があるものに限る。） 

七 施行令第二十五条の十二第四項に規定する控除対象特定株式数の計算に関する明細

書（当該控除対象特定株式数並びに当該控除対象特定株式数に係る同項第一号及び第

二号に掲げる数の計算に関する明細並びに当該計算の基礎となつた同項第一号に規定

する払込みにより取得をした特定株式の当該取得及び同項第二号に規定する譲渡又は

贈与のそれぞれの年月日その他参考となるべき事項の記載があるものに限る。） 

９ 施行令第二十五条の十二第八項に規定する財務省令で定める事項は、同項に規定する

特定中小会社が同項の居住者又は恒久的施設を有する非居住者につき当該特定中小会社

の株式の譲渡又は贈与があつたことを知つた旨、当該譲渡又は贈与をした株式の数及び

その年月日その他の事項とする。 
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（平一五財令三四・追加、平一六財令三一・平一六財令四四・平一七財令三七・平一七財

令四六・平一八財令二六・平一九財令一九・平二〇財令三〇・平二〇財令七二・平二二財

令一七・平二三財令三五・平二四財令六四・平二五財令二一・平二五財令三九・平二六財

令二八・平二七財令三〇・平二七財令六九・平二八財令二二・平二八財令五九・平二九財

令二四・平三一財令一四・令元財令一七・令二財令二一・令三財令二一・令三財令五八・

一部改正） 

 

（特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等） 

第十八条の十五の二 法第三十七条の十三の二第二項に規定する財務省令で定める書類

は、次に掲げる書類とする。 

一 前条第八項第一号から第四号までに掲げる書類 

二 価値喪失株式（施行令第二十五条の十二の二第二項第一号に規定する価値喪失株式

をいう。以下この条において同じ。）に係る同項各号に定める金額の計算に関する明

細書（当該価値喪失株式に係る当該各号に規定する一株当たりの取得価額に相当する

金額又は一株当たりの金額に相当する金額、これらの金額の計算に関する明細及び当

該各号に規定する当該価値喪失株式の数の記載があるものに限る。） 

三 価値喪失株式に係る施行令第二十五条の十二の二第十五項に規定する特定残株数

（以下この号及び次項において「特定残株数」という。）の計算に関する明細書（当

該特定残株数並びに当該特定残株数に係る同条第十五項第一号及び第二号に掲げる数

の計算に関する明細並びに当該計算の基礎となつた同項第一号に規定する払込みによ

り取得をした特定株式の当該取得及び同項第二号に規定する譲渡又は贈与のそれぞれ

の年月日その他参考となるべき事項の記載があるものに限る。） 

四 施行令第二十五条の八第十四項に規定する明細書（価値喪失株式と当該価値喪失株

式以外の法第三十七条の十第一項に規定する一般株式等（以下この号、次項及び第四

項において「一般株式等」という。）との別に、価値喪失株式に係る施行令第二十五

条の十二の二第二項各号に掲げる金額及び当該一般株式等に係る第十八条の九第二項

各号に定める項目別の金額の記載があるものに限る。） 

五 当該特定中小会社（当該特定中小会社であつた株式会社を含む。以下この号におい

て同じ。）につき発生した次に掲げる事実の区分に応じそれぞれ次に定める書類 

イ 法第三十七条の十三の二第一項第一号の清算（特別清算を除く。）が結了したこ

と 当該清算の結了の登記がされた当該特定中小会社の登記事項証明書又は当該清
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算に係る会社法第五百七条第三項の承認がされた同項に規定する決算報告の写し及

び当該承認がされた株主総会の議事録の写し（当該清算に係る清算人により原本と

相違のないことが証明されたものに限る。） 

ロ 法第三十七条の十三の二第一項第一号の清算（特別清算に限る。）が結了したこ

と 当該特別清算の終結の登記及び当該終結に伴う閉鎖の登記がされた当該特定中

小会社の登記事項証明書又は当該特別清算に係る会社法第五百六十九条第一項の認

可の決定の公告があつたことを明らかにする書類の写し 

ハ 施行令第二十五条の十二の二第三項に規定する破産手続開始の決定を受けたこと 

当該破産手続開始の決定の登記がされた当該特定中小会社の登記事項証明書又は当

該破産手続開始の決定の公告があつたことを明らかにする書類の写し 

２ 施行令第二十五条の十二の二第五項の規定により読み替えて適用される同条第四項に

規定する財務省令で定める書類は、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書

類とする。 

一 その年において施行令第二十五条の十二の二第五項に規定する者に特定株式の同条

第九項第一号に規定する譲渡に係る同号又は同項第二号に定める金額がある場合 前

項各号に掲げる書類及び次項第四号イ（1）から（3）までに掲げる書類並びに次に掲

げる書類（当該譲渡をした特定株式と同一銘柄の他の特定株式がその年において価値

喪失株式となつた場合には、ロに掲げる書類） 

イ 当該譲渡をした特定株式に係る特定残株数の計算に関する明細書（前項第三号に

規定する記載があるものに限る。） 

ロ 施行令第二十五条の八第十四項に規定する明細書（当該譲渡をした特定株式と当

該特定株式以外の一般株式等との別に、第十八条の九第二項各号に定める項目別の

金額の記載があるものに限る。） 

二 その年において前号に規定する者に同号に規定する金額がない場合 前項各号に掲

げる書類 

３ 法第三十七条の十三の二第五項に規定する財務省令で定める書類は、次に掲げる書類

とする。 

一 法第三十七条の十三の二第八項に規定する特定株式に係る譲渡損失の金額（以下こ

の条において「特定株式に係る譲渡損失の金額」という。）の計算に関する明細書

（当該特定株式に係る譲渡損失の金額、施行令第二十五条の十二の二第十一項に規定

する特定譲渡損失の金額、同条第十項に規定する特定譲渡損失の金額の合計額及び法
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第三十七条の十第一項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた

損失の金額の記載があるものに限る。） 

二 施行令第二十五条の九第十三項において準用する施行令第二十五条の八第十四項に

規定する明細書（施行令第二十五条の十の十第七項の規定の適用がある場合において

同項に規定する確定申告書に当該明細書に代えて特定口座年間取引報告書等の添付を

するときは当該特定口座年間取引報告書等とし、第十八条の十三の五第六項及び第七

項の規定の適用がある場合において同条第六項に規定する確定申告書に同項の明細書

及び特定口座年間取引報告書等の添付をするときは当該明細書及び当該特定口座年間

取引報告書等とする。） 

三 前条第八項第一号から第四号までに掲げる書類 

四 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書類 

イ その年において法第三十七条の十三の二第四項に規定する居住者又は恒久的施設

を有する非居住者に特定株式の施行令第二十五条の十二の二第九項第一号に規定す

る譲渡に係る同号又は同項第二号に定める金額がある場合 次に掲げる書類 

（1） 当該特定株式の譲渡に係る金融商品取引法第二条第九項に規定する金融商

品取引業者（同法第二十八条第一項に規定する第一種金融商品取引業を行う者に

限る。）又は同法第二条第十一項に規定する登録金融機関から交付を受けた当該

特定株式の譲渡に係る契約締結時交付書面（金融商品取引業等に関する内閣府令

第百条第一項に規定する契約締結時交付書面をいう。） 

（2） 当該特定株式の譲渡を受けた者の氏名及び住所又は名称及び本店若しくは

主たる事務所の所在地並びに当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者との関

係、当該譲渡をした特定株式の数、当該譲渡による収入金額、当該譲渡をした年

月日その他参考となるべき事項を記載した書類 

（3） 当該譲渡をした特定株式に係る取得価額の計算に関する明細書（所得税法

施行令第百五条第一項第一号に掲げる方法によつて算出した当該特定株式に係る

一株当たりの取得価額又は同令第百十八条第一項に定める方法によつて算出した

当該譲渡をした特定株式に係る一株当たりの金額及びこれらの金額の計算に関す

る明細並びに当該譲渡をした特定株式の数の記載があるものに限る。） 

（4） 前項第一号イ及びロに掲げる書類（当該譲渡をした特定株式と同一銘柄の

他の特定株式がその年において価値喪失株式となつた場合には、同号ロに掲げる

書類） 
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ロ その年においてイに規定する居住者又は恒久的施設を有する非居住者に施行令第

二十五条の十二の二第九項第三号に定める金額がある場合 第一項第二号から第五

号までに掲げる書類 

４ 施行令第二十五条の十二の二第九項第一号に規定する財務省令で定めるところにより

計算した金額は、特定株式の譲渡による事業所得又は雑所得と当該特定株式以外の一般

株式等の譲渡による事業所得又は雑所得とを区分して当該特定株式の譲渡に係る事業所

得の金額又は雑所得の金額を計算した場合にこれらの金額の計算上生ずる損失の金額に

相当する金額とする。この場合において、当該特定株式の譲渡をした日の属する年分の

一般株式等の譲渡に係る事業所得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費に算入され

るべき金額のうちに当該特定株式の譲渡と当該特定株式以外の一般株式等の譲渡の双方

に関連して生じた金額（以下この項において「共通必要経費の額」という。）があると

きは、当該共通必要経費の額は、これらの所得を生ずべき業務に係る収入金額その他の

基準のうち当該業務の内容及び費用の性質に照らして合理的と認められるものにより当

該特定株式の譲渡に係る必要経費の額と当該特定株式以外の一般株式等の譲渡に係る必

要経費の額とに配分するものとする。 

５ 法第三十七条の十三の二第九項において準用する法第三十七条の十二の二第七項に規

定する特定株式に係る譲渡損失の金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める

書類は、次に掲げる書類とする。 

一 第三項第一号から第三号までに掲げる書類 

二 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書類 

イ その年において法第三十七条の十三の二第九項において準用する法第三十七条の

十二の二第七項に規定する居住者又は恒久的施設を有する非居住者に特定株式の施

行令第二十五条の十二の二第九項第一号に規定する譲渡に係る同号又は同項第二号

に定める金額がある場合 第三項第四号イに定める書類 

ロ その年においてイに規定する居住者又は恒久的施設を有する非居住者に施行令第

二十五条の十二の二第九項第三号に定める金額がある場合 第三項第四号ロに定め

る書類 

６ 法第三十七条の十三の二第九項において準用する法第三十七条の十二の二第七項に規

定する控除を受ける金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める書類は、法第

三十七条の十三の二第七項の規定によりその年において控除すべき特定株式に係る譲渡

損失の金額及びその金額の計算の基礎その他参考となるべき事項を記載した明細書及び
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第一項第四号、第二項第一号ロ又は第三項第二号に掲げる書類とする。 

７ 施行令第二十五条の十二の二第十六項において準用する施行令第二十五条の十一の二

第十一項第六号に規定する財務省令で定める事項は、法第三十七条の十三の二第七項の

規定によりその年において控除すべき特定株式に係る譲渡損失の金額及びその金額の計

算の基礎その他参考となるべき事項とする。 

８ 第十八条の十四の二第六項の規定は、施行令第二十五条の十二の二第十七項において

準用する施行令第二十五条の十一の二第十二項第六号に規定する財務省令で定める事項

について準用する。この場合において、第十八条の十四の二第六項第一号中「第三十七

条の十二の二第九項」とあるのは「第三十七条の十三の二第十項において準用する法第

三十七条の十二の二第九項」と、「第二十五条の十一の二第十九項第六号」とあるのは

「第二十五条の十二の二第二十三項第六号」と、同項第二号中「第二十五条の十一の二

第十二項第三号」とあるのは「第二十五条の十二の二第十七項において準用する施行令

第二十五条の十一の二第十二項第三号」と、同項第三号中「第三十七条の十二の二第五

項」とあるのは「第三十七条の十二の二第五項又は法第三十七条の十三の二第七項」

と、「上場株式等に係る譲渡損失の金額及びその金額」とあるのは「上場株式等に係る

譲渡損失の金額又は法第三十七条の十三の二第八項に規定する特定株式に係る譲渡損失

の金額及びこれらの金額」と読み替えるものとする。 

９ 次の各号に掲げる記載、事項又は規定は、当該各号に定める記載、事項又は規定とす

る。 

一 施行令第二十五条の十二の二第二十三項第四号の規定により読み替えて適用される

所得税法第百二十五条第一項から第三項までに規定する財務省令で定める記載 施行

令第二十五条の十二の二第十六項において準用する施行令第二十五条の十一の二第十

一項各号に掲げる事項の記載 

二 施行令第二十五条の十二の二第二十三項第五号の規定により読み替えて適用される

所得税法第百二十七条第一項及び第二項並びに施行令第二十五条の十二の二第二十三

項第六号の規定により読み替えて適用される同法第百二十七条第三項に規定する財務

省令で定める事項 施行令第二十五条の十二の二第十六項において準用する施行令第

二十五条の十一の二第十一項各号に掲げる事項 

三 施行令第二十五条の十二の二第二十三項第七号の規定により読み替えて適用される

所得税法第百五十二条、同項第八号の規定により読み替えて適用される同法第百五十

三条各号列記以外の部分、同項第九号の規定により読み替えて適用される同法第百五
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十三条の二第一項第二号並びに施行令第二十五条の十二の二第二十三項第十一号の規

定により読み替えて適用される同法第百五十七条第一項及び第四項に規定する財務省

令で定める規定 施行令第二十五条の十二の二第十六項において準用する施行令第二

十五条の十一の二第十一項第一号若しくは第五号又は施行令第二十五条の十二の二第

十七項において準用する施行令第二十五条の十一の二第十二項第一号若しくは第五号 

10 法第三十七条の十三の二第四項又は第七項の規定の適用がある場合における第十八条

の九第三項及び第十八条の十第三項の規定の適用については、第十八条の九第三項中

「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とあるのは「一般株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法第三十七条の十三の二第七項（特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の

繰越控除等）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」と、「同項に規定す

る」とあるのは「同法第三十七条の十第一項に規定する」と、第十八条の十第三項中

「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法第三十七条の十三の二第四項又は第七項（特定中小会社が発行した株式に係る

譲渡損失の繰越控除等）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」と、「同

項に規定する」とあるのは「同法第三十七条の十一第一項に規定する」とする。 

（平九蔵令三二・追加、平一〇蔵令四八・平一〇蔵令一五六・平一一蔵令三五・平一二蔵

令三一・平一二蔵令六九・平一三財令三二・平一三財令五五・平一三財令六二・平一四財

令二七・平一四財令三六・平一四財令五八・一部改正、平一五財令三四・旧第十八条の十

五繰下・一部改正、平一六財令三一・平一六財令八一・平一七財令八・平一七財令三七・

平一八財令二六・平一九財令一九・平一九財令五三・平二〇財令三〇・平二二財令一七・

平二三財令八九・平二四財令六四・平二五財令三九・平二七財令三〇・平二八財令二二・

平三一財令一四・令二財令二一・一部改正） 

 

（特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例） 

第十九条の十一 施行令第二十六条の二十八の三第一項第一号に規定する財務省令で定め

る日は、次の各号に掲げる特定新規株式（法第四十一条の十九第一項に規定する特定新

規株式をいう。以下この条において同じ。）の区分に応じ当該各号に定める日とする。 

一 特定新規中小会社（法第四十一条の十九第一項に規定する特定新規中小会社をい

う。以下この条において同じ。）の設立の際に発行された特定新規株式 当該特定新

規中小会社の成立の日 

二 特定新規中小会社の設立の日後に発行された特定新規株式 当該特定新規株式の払
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込み（法第四十一条の十九第一項に規定する払込みをいう。以下この条において同

じ。）の期日（払込みの期間の定めがある場合には、当該払込みをした日） 

２ 施行令第二十六条の二十八の三第一項第一号に規定する財務省令で定める方法は、会

社が法人税法第二条第十号に規定する同族会社（次項において「同族会社」という。）

に該当するかどうかを判定する場合におけるその判定の方法をいう。 

３ 施行令第二十六条の二十八の三第一項第一号に規定する財務省令で定める者は、当該

特定新規株式を発行した特定新規中小会社（同族会社に該当するものに限る。）の株主

のうち、その者を法人税法施行令第七十一条第一項の役員であるとした場合に同項第五

号イに掲げる要件を満たすこととなる当該株主とする。 

４ 施行令第二十六条の二十八の三第一項第八号に規定する財務省令で定める契約は、特

定新規株式を発行した次の各号に掲げる特定新規中小会社の区分に応じ当該各号に定め

る契約とする。 

一 法第四十一条の十九第一項第一号及び第二号に掲げる株式会社に該当する特定新規

中小会社 当該特定新規中小会社との間で締結する特定新規株式に係る投資に関する

条件を定めた契約で中小企業等経営強化法施行規則第十一条第二項第三号ニに規定す

る投資に関する契約に該当するもの 

二 法第四十一条の十九第一項第三号に掲げる指定会社に該当する特定新規中小会社 

当該特定新規中小会社との間で締結する特定新規株式に係る投資に関する条件を定め

た契約で第十八条の十五第四項第二号に規定する特定株式投資契約に該当するもの 

三 法第四十一条の十九第一項第四号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社 

当該特定新規中小会社との間で締結する特定新規株式に係る投資に関する条件を定め

た契約で国家戦略特別区域法施行規則第十三条第三号に規定する特定株式投資契約に

該当するもの 

四 法第四十一条の十九第一項第五号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社 

当該特定新規中小会社との間で締結する特定新規株式に係る投資に関する条件を定め

た契約で地域再生法施行規則（平成十七年内閣府令第五十三号）第二十六条第二項第

二号ニに規定する投資に関する契約に該当するもの 

５ 法第四十一条の十九第一項第一号に規定する財務省令で定める株式会社は、中小企業

等経営強化法施行規則第十条第一項第一号に該当する株式会社又は同項第二号及び第三

号に該当する株式会社とする。 

６ 法第四十一条の十九第一項第二号に規定する財務省令で定める要件は、次に掲げる要
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件とする。 

一 第十八条の十五第五項第一号から第三号までに掲げる要件を満たす会社であるこ

と。 

二 次のいずれかの会社であること。 

イ 法第三十七条の十三第一項第二号イに規定する投資事業有限責任組合（第八項第

一号ロにおいて「認定投資事業有限責任組合」という。）を通じ、その発行する特

定新規株式を払込みにより取得（法第四十一条の十九第一項に規定する取得をい

う。以下この項及び第八項において同じ。）をしようとする居住者又は恒久的施設

を有する非居住者との間で第四項第一号に定める契約を締結する会社 

ロ 法第三十七条の十三第一項第二号ロに規定する第一種少額電子募集取扱業務を行

う者（ロ及び第八項第一号ハにおいて「認定少額電子募集取扱業者」という。）か

ら積極的な指導を受ける会社であり、かつ、当該認定少額電子募集取扱業者が行う

電子募集取扱業務（同条第一項第二号ロに規定する電子募集取扱業務をいう。第八

項第一号ハ（2）において同じ。）により、その発行する特定新規株式を払込みに

より取得をしようとする居住者又は恒久的施設を有する非居住者との間で第四項第

一号に定める契約を締結する会社 

三 中小企業等経営強化法施行規則第十条第一項第一号又は第二号に該当する株式会社

であること。 

７ 施行令第二十六条の二十八の三第八項に規定する財務省令で定める事項は、同項に規

定する特定新規中小会社が同項の居住者又は恒久的施設を有する非居住者につき当該特

定新規中小会社の株式の譲渡又は贈与があつたことを知つた旨、当該譲渡又は贈与をし

た株式の数及びその年月日その他の事項とする。 

８ 施行令第二十六条の二十八の三第九項の規定により読み替えられた所得税法施行令第

二百六十二条第一項第六号に規定する財務省令で定める書類は、次に掲げる書類（第三

号に掲げる書類にあつては、法第四十一条の十九第一項に規定する控除対象特定新規株

式を取得した日の属する年中の同号イからニまでに掲げる事項の記載があるものに限

る。）とする。 

一 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書類 

イ 法第四十一条の十九第一項第一号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社

が発行した特定新規株式につき同項の規定の適用を受ける場合 当該特定新規中小

会社から交付を受けた都道府県知事の当該特定新規株式に係る基準日（第一項各号
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に掲げる特定新規株式の区分に応じ当該各号に定める日をいう。以下この項におい

て同じ。）において（1）及び（2）に掲げる事実の確認をした旨を証する書類

（（3）に掲げる事項の記載があるものに限る。） 

（1） 当該特定新規中小会社が中小企業等経営強化法施行規則第八条各号及び第

十条第一項各号に掲げる要件に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定新規株式の取

得が、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定新規中小会社との

間で締結された第四項第一号に定める契約に基づき払込みによりされたものであ

ること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所（国内に住所

を有しない者にあつては、所得税法施行規則第八十一条第一号又は第二号に定め

る場所。以下この号において同じ。）、払込みにより取得がされた当該特定新規

株式の数及び当該特定新規株式と引換えに払い込むべき額並びにその払い込んだ

金額 

ロ 法第四十一条の十九第一項第二号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社

が発行した法第三十七条の十三第一項第二号イに掲げる特定新規株式につき法第四

十一条の十九第一項の規定の適用を受ける場合 当該特定新規株式に係る認定投資

事業有限責任組合の当該特定新規株式に係る基準日において（1）及び（2）に掲げ

る事実の確認をした旨を証する書類（（3）に掲げる事項の記載があるものに限

る。）並びに当該認定投資事業有限責任組合が第十八条の十五第六項の認定を受け

たものであることを証する書類の写し 

（1） 当該特定新規中小会社が第六項各号に掲げる要件に該当するものであるこ

と。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定新規株式の取

得が、第六項第二号イの契約に従つて当該認定投資事業有限責任組合を通じて払

込みによりされたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定新規株式の数及び当該特定新規株式と引換えに払い込む

べき額並びにその払い込んだ金額 

ハ 法第四十一条の十九第一項第二号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社

が発行した法第三十七条の十三第一項第二号ロに掲げる特定新規株式につき法第四
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十一条の十九第一項の規定の適用を受ける場合 当該特定新規株式に係る認定少額

電子募集取扱業者の当該特定新規株式に係る基準日において（1）及び（2）に掲げ

る事実の確認をした旨を証する書類（（3）に掲げる事項の記載があるものに限

る。）並びに当該認定少額電子募集取扱業者が第十八条の十五第七項の認定を受け

たものであることを証する書類の写し 

（1） 当該特定新規中小会社が第六項各号に掲げる要件に該当するものであるこ

と。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定新規株式の取

得が、第六項第二号ロの契約に従つて当該認定少額電子募集取扱業者の行う電子

募集取扱業務による払込みによりされたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定新規株式の数及び当該特定新規株式と引換えに払い込む

べき額並びにその払い込んだ金額 

ニ 法第四十一条の十九第一項第三号に掲げる指定会社に該当する特定新規中小会社

が発行した特定新規株式につき同項の規定の適用を受ける場合 当該特定新規中小

会社から交付を受けた沖縄県知事の当該特定新規株式に係る第一項第二号に定める

日において（1）及び（2）に掲げる事実を確認した旨を証する書類（（3）に掲げ

る事項の記載があるものに限る。） 

（1） 当該特定新規中小会社が経済金融活性化特別地区の区域内における事業の

認定申請等に関する内閣府令第八条各号に掲げる要件に該当するものであるこ

と。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定新規株式の取

得が、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定新規中小会社との

間で締結された第四項第二号に定める契約に基づき、当該特定新規中小会社の設

立の日以後十年以内に払込みによりされたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定新規株式の数及び当該特定新規株式と引換えに払い込む

べき額並びにその払い込んだ金額 

ホ 法第四十一条の十九第一項第四号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社

が発行した特定新規株式につき同項の規定の適用を受ける場合 当該特定新規中小

会社から交付を受けた国家戦略特別区域法第七条第一項第一号に規定する国家戦略
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特別区域担当大臣の当該特定新規株式に係る第一項第二号に定める日において

（1）から（3）までに掲げる事実の確認をした旨を証する書類（（4）に掲げる事

項の記載があるものに限る。） 

（1） 当該特定新規中小会社が国家戦略特別区域法第二十七条の五に規定する株

式会社に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者が取得をした株式が、国家戦

略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律（平成二十七年法律

第五十六号）附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日から令和二年三月三十一

日までの間に発行されたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定新規株式の取

得が、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定新規中小会社との

間で締結された第四項第三号に定める契約に基づき払込みによりされたものであ

ること。 

（4） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定新規株式の数及び当該特定新規株式と引換えに払い込む

べき額並びにその払い込んだ金額 

ヘ 法第四十一条の十九第一項第五号に掲げる株式会社に該当する特定新規中小会社

が発行した特定新規株式につき同項の規定の適用を受ける場合 当該特定新規中小

会社から交付を受けた地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第八条第一項に規

定する認定地方公共団体の当該特定新規株式に係る基準日において（1）から（3）

までに掲げる事実の確認をした旨を証する書類（（4）に掲げる事項の記載がある

ものに限る。） 

（1） 当該特定新規中小会社が地域再生法施行規則第二十三条各号に掲げる要件

に該当するものであること。 

（2） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者が取得をした株式が、地域再

生法の一部を改正する法律（平成三十年法律第三十八号）の施行の日から令和二

年三月三十一日までの間に発行されたものであること。 

（3） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者による当該特定新規株式の取

得が、当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定新規中小会社との

間で締結された第四項第四号に定める契約に基づき払込みによりされたものであ

ること。 
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（4） 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者の氏名及び住所、払込みによ

り取得がされた当該特定新規株式の数及び当該特定新規株式と引換えに払い込む

べき額並びにその払い込んだ金額 

二 当該特定新規株式を発行した特定新規中小会社の当該特定新規株式を払込みにより

取得をした居住者又は恒久的施設を有する非居住者が当該特定新規株式に係る基準日

（当該特定新規株式が法第四十一条の十九第一項第三号又は第四号に定める株式であ

る場合には、当該特定新規株式に係る第一項第二号に定める日）において施行令第二

十六条の二十八の三第一項第一号から第七号までに掲げる者に該当しないことの確認

をした旨を証する書類 

三 当該特定新規株式を発行した特定新規中小会社（当該特定新規中小会社であつた株

式会社を含む。）から交付を受けた当該特定新規株式を払込みにより取得をした当該

居住者又は恒久的施設を有する非居住者が有する当該特定新規中小会社の株式の当該

取得の時（当該取得の時が二以上ある場合には、最初の取得の時）以後の当該株式の

異動につき次に掲げる事項がその異動ごとに記載された明細書 

イ 異動事由 

ロ 異動年月日 

ハ 異動した株式の数及び当該異動直後において有する株式の数 

ニ その他参考となるべき事項 

四 当該居住者又は恒久的施設を有する非居住者と当該特定新規中小会社との間で締結

された第四項各号に掲げる特定新規中小会社の区分に応じ当該各号に定める契約に係

る契約書の写し 

五 施行令第二十六条の二十八の三第二項に規定する控除対象特定新規株式数の計算に

関する明細書（当該控除対象特定新規株式数並びに当該控除対象特定新規株式数に係

る同項各号に掲げる数の計算に関する明細、当該計算の基礎となつた同項第一号に規

定する特定新規株式の同号の取得及び同項第二号の譲渡又は贈与のそれぞれの年月日

その他参考となるべき事項の記載があるものに限る。） 

六 施行令第二十六条の二十八の三第六項に規定する適用控除対象特定新規株式に係る

同項第二号イ又はロに掲げる場合の区分に応じ当該イ又はロに定める金額の計算に関

する明細書（同条第三項の控除対象特定新規株式の取得に要した金額の合計額及びそ

の年中に払込みにより取得をした特定新規株式の銘柄ごとの同項の控除対象特定新規

株式の取得に要した金額の計算に関する明細の記載があるものに限る。） 
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（平二〇財令三〇・追加、平二三財令五四・平二六財令二八・平二七財令六九・平二七財

令三〇・平二八財令二二・平二八財令四四・平二八財令五九・平二九財令二四・平三〇財

令二六・平三〇財令四二・令元財令一三・令元財令一七・令二財令二一・令三財令五八・

一部改正） 

 


